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報告第２号参考 阿久根市税条例の一部を改正する条例関係新旧対照表 

 

○ 阿久根市税条例（昭和４５年阿久根市条例第３４号）                                     （下線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前  

（法人の市民税の申告納付） 

第４８条 （略） 

２～８ （略） 

９ 法第３２１条の８第６２項に規定する特定法人である内国法人は，第１項

の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告

については，同項の規定にかかわらず，同条第６２項及び施行規則で定める

ところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項及び第

１１項において「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条第１号に規

定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方税共同機構

（第１１項において「機構」という。）を経由して行う方法により市長に提

供することにより，行わなければならない。 

１０～１４ （略） 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１条

の８第７１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは，これらの処分

又は届出書の提出があった日の翌日以後の第１２項前段の期間内に行う第９

項の申告については，第１２項前段の規定は適用しない。ただし，当該内国

法人が，同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは，この限りでない。 

１６ （略） 

 

   附 則 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ （略） 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合は，５

分の４とする。 

３ 法附則第１５条第１５項に規定する市町村の条例で定める割合は，５分の

 （法人の市民税の申告納付） 

第４８条 （略） 

２～８ （略） 

９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定法人である内国法人は，第１項

の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告

については，同項の規定にかかわらず，同条第６０項及び施行規則で定める

ところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項及び第

１１項において「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条第１号に規

定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方税共同機構

（第１１項において「機構」という。）を経由して行う方法により市長に提

供することにより，行わなければならない。 

１０～１４ （略） 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１条

の８第６９項の処分又は前項の届出書の提出があったときは，これらの処分

又は届出書の提出があった日の翌日以後の第１２項前段の期間内に行う第９

項の申告については，第１２項前段の規定は適用しない。ただし，当該内国

法人が，同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは，この限りでない。 

１６ （略） 

 

   附 則 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ （略） 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合は，４

分の３とする。 

３ 法附則第１５条第１６項に規定する市町村の条例で定める割合は，５分の
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３（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規定す

る特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１５項に規定する市

町村の条例で定める割合は，２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第２２項に規定する市町村の条例で定める割合は，２分の

１とする。 

５ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は，

３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は，

２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２３項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は，

２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は，

３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は，

２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２６項第３号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，２分の１とする。 

３（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規定す

る特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１６項に規定する市

町村の条例で定める割合は，２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第２３項に規定する市町村の条例で定める割合は，２分の

１とする。 

５ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は，

３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は，

２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は，

２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は，

３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は，

２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，２分の１とする。 

－2－



１８ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第２９項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３３項に規定する市町村の条例で定める割合は，２分

の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４３項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合は，４分

の３とする。 

２６・２７ （略） 

 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

第１０条の３ （略） 

２～７ （略） 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第１０項の熱

損失防止改修等専有部分について，これらの規定の適用を受けようとする者

は，同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内

に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ～  （略） 

  熱損失防止改修工事等が完了した年月日 

  熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第３１項に規定

する補助金等 

１８ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は，２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３０項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合は，２分

の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３５項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の２とする。 

２３ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の１とする。 

 

 

２５・２６ （略） 

 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

第１０条の３ （略） 

２～７ （略） 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅 又は同条第１０項の熱

損失防止改修専有部分 について，これらの規定の適用を受けようとする者

は，同条第９項に規定する熱損失防止改修工事 が完了した日から３月以内

に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ～  （略） 

  熱損失防止改修工事 が完了した年月日 

  熱損失防止改修工事 に要した費用及び令附則第１２条第３１項に規定

する補助金等 
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  熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した後に申告書を提

出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

９ （略） 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分について，これ

らの規定の適用を受けようとする者は，法附則第１５条の９第９項に規定す

る熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に，次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

 ～  （略） 

  熱損失防止改修工事等が完了した年月日 

  熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第３１項に規定

する補助金等 

  熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した後に申告書を提

出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

１１・１２ （略） 

 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に，当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。）に１００分の５（商業地等に係る令和４年度分の固

定資産税にあっては，１００分の２.５）を乗じて得た額を加算した額（令

和３年度分の固定資産税にあっては，前年度分の固定資産税の課税標準額）

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

  熱損失防止改修工事 が完了した日から３月を経過した後に申告書を提

出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

９ （略） 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は

 同条第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分 について，これ

らの規定の適用を受けようとする者は，法附則第１５条の９第９項に規定す

る熱損失防止改修工事 が完了した日から３月以内に，次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

 ～  （略） 

  熱損失防止改修工事 が完了した年月日 

  熱損失防止改修工事 に要した費用及び令附則第１２条第３１項に規定

する補助金等 

  熱損失防止改修工事 が完了した日から３月を経過した後に申告書を提

出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

１１・１２ （略） 

 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に，当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。）に１００分の５                

                   を乗じて得た額を加算した額（令

和３年度分の固定資産税にあっては，前年度分の固定資産税の課税標準額）

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該
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年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には，当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

２～５ （略） 

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には，当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

２～５ （略） 
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報告第３号参考 阿久根市国民健康保険税条例の一部を改正する条例関係新旧対照表 

 

○ 阿久根市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（昭和４５年阿久根市条例第３５号）                     （下線の部分は改正部分） 

改 正 後  改 正 前 

（課税額） 

第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は，世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及び

その世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被

保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし，当該合算額が

６５０,０００円を超える場合においては，基礎課税額は，６５０,０００円

とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は，世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し，当該合算額が２００,０００円を超える場合においては，後期高齢者支

援金等課税額は，２００,０００円とする。 

４ （略） 

 

（国民健康保険税の減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５０,０００円を超

える場合には，６５０,０００円）並びに同条第３項本文の後期高齢者支援

金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が２００,０００円を超える場合には，２００,０００円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７０,０００円を超える場合には，１７０,０００円）の合

算額とする。 

  ～  （略） 

２ （略） 

（課税額） 

第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は，世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及び

その世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被

保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし，当該合算額が

６３０,０００円を超える場合においては，基礎課税額は，６３０,０００円

とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は，世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し，当該合算額が１９０,０００円を超える場合においては，後期高齢者支

援金等課税額は，１９０,０００円とする。 

４ （略） 

 

（国民健康保険税の減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６３０,０００円を超

える場合には，６３０,０００円）並びに同条第３項本文の後期高齢者支援

金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が１９０,０００円を超える場合には，１９０,０００円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７０,０００円を超える場合には，１７０,０００円）の合

算額とする。 

 ～  （略） 

２ （略） 
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